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    別表１ 

   

「資料の信頼性確保及び制度調査の実施に関する特約条項」の一部改正表                                        

改正前 改正後 

資料の信頼性確保及び制度調査の実施

に関する特約条項 

 

第 １ 条 ［略］ 

（虚偽の資料提出に対する違約金） 

第 ２ 条 ［略］ 

（１）［略］ 

 （２）甲が行う経費率（加工費率、一般

管理及び販売費率、利子率、利益率そ

の他の原価計算方式により予定価格

を算定する上で必要となる率をいう。

第８条において同じ。）の算定に際し

て、資料を提出又は提示する場合 

 

 

 

 

（３）甲が特約条項に基づいて行う原

価監査等に際して、資料を提出又は

提示する場合 

 

 

 

２ 乙は、原価監査付契約（契約の履

行中又は履行後に甲が行う原価監査

により当該契約に係る支払代金又は

乙から返納されるべき超過利益を確

定することを約定する契約をいう。次

項及び第８条第２項において同じ。）

のうち、超過利益返納条項付契約（契

約の履行後に甲が行う原価監査によ 

り当該契約に関して乙から返納され

るべき超過利益を確定することを約

定する契約をいう。次項及び第７項に 

資料の信頼性確保及び制度調査の実施

に関する特約条項 

 

第 １ 条 ［略］ 

（不真正な資料に対する違約金） 

第 ２ 条 ［略］ 

 （１）［略］ 

（２）防衛省（甲を含む。以下同じ。）

が行う経費率（加工費率、一般管理及

び販売費率、利子率、利益率その他の

原価計算方式により予定価格を算定

する上で必要となる率をいう。第８条

において同じ。）の算定に際して、資

料を提出又は提示する場合 

（３）甲が乙による契約の履行を監督

し、又は検査するに際して、資料を

提出又は提示する場合 

（４）防衛省が行う制度調査、原価監

査その他の調査等に際して、資料を

提出又は提示する場合 

  （５）乙が甲に対して当該契約に係る

支払金額を請求するに際して、資料

を提出又は提示する場合 

２ 乙は、原価監査付契約（契約の履

行中又は履行後に甲が行う原価監査に

より当該契約に係る支払代金又は乙か

ら返納されるべき超過利益を確定する

ことを約定する契約をいう。次項及び

第８条第２項において同じ。）のうち、

超過利益返納条項付契約（契約の履行

後に甲が行う原価監査により当該契約 

に関して乙から返納されるべき超過利

益を確定することを約定する契約をい

う。次項及び第７項において同じ。） 
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改正前 改正後 

おいて同じ。）について、前項各号の

いずれかに掲げる場合において乙が

虚偽の資料を提出又は提示していた

ことを、返納すべき超過利益の確定以

降において甲が一般契約条項の適用

条項（※参照）に規定する調査により

確認したときは、甲が乙に支払った金

額（既に返納された超過利益があると

きはこれを減じた金額）と乙が契約の

履行のために実際に支出又は負担し

た費用に適正な利益を加えた金額と

の差額の２倍の金額を、違約金として

甲に支払うものとする。  

 

 

 ３ 乙は、超過利益返納条項付契約以

外の原価監査付契約（代金の確定に関

する特約条項付契約を含む。）につい

て、第１項各号のいずれかに掲げる場

合において乙が虚偽の資料を提出又

は提示していたことを、契約代金の最

終の支払い以降において甲が一般契

約条項の適用条項（※参照）に規定す

る調査により確認したときは、甲が乙

に支払った金額と乙が契約の履行の

ために実際に支出又は負担した費用

に適正な利益を加えた金額との差額

の２倍の金額を、違約金として甲に支

払うものとする。 

 

 

  ４  乙は、一般確定契約（原価監査を

約定しない契約をいう。）について、

第１項各号に掲げる場合において乙 

が虚偽の資料を提出又は提示してい

たことを、契約代金の最終の支払い以

降において甲が一般契約条項の適用 

について、前項各号のいずれかに掲げ

る場合において乙が不真正な資料を提

出し、若しくは提示し、又は不実の説

明を行っていたことにより、本契約で

防衛省に損害が発生したことを、返納

すべき超過利益の確定以降において甲

が一般契約条項の適用条項（※参照）

に規定する調査により確認したとき

は、甲が乙に支払った金額（既に返納

された超過利益があるときはこれを減

じた金額）と乙が契約の履行 

のために実際に支出又は負担した費用

に適正な利益を加えた金額との差額の

２倍の金額を、違約金として甲に支払

うものとする。  

 ３ 乙は、超過利益返納条項付契約以

外の原価監査付契約（代金の確定に関

する特約条項付契約を含む。）につい

て、第１項各号のいずれかに掲げる場

合において乙が不真正な資料を提出

し、若しくは提示し、又は不実の説明

を行っていたことにより、本契約で防

衛省に損害が発生したことを、契約代

金の最終の支払い以降において甲が一

般契約条項の適用条項（※参照）に規

定する調査により確認したときは、甲

が乙に支払った金額と乙が契約の履行

のために実際に支出又は負担した費用

に適正な利益を加えた金額との差額の

２倍の金額を、違約金として甲に支払

うものとする。 

４  乙は、一般確定契約（原価監査を

約定しない契約をいう。）について、

第１項各号に掲げる場合において乙が

不真正な資料を提出し、若しくは提示

し、又は不実の説明を行っていたこと 

により、本契約で防衛省に損害が発生 
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改正前 改正後 

条項（※参照）に規定する調査により

確認したときは、甲が乙に支払った金

額と乙が契約の履行のために実際に

支出又は負担した費用に契約締結後

の乙の努力により低減した費用及び

適正な利益を加えた金額との差額の

うち当該虚偽の資料の提出又は提示

に起因して契約金額が増加したと認

められる部分の２倍の金額を、違約金

として甲に支払うものとする。 

 

 

 

５ ［略］ 

（１）乙が防衛省（甲を含む。以下同

じ。）が実施を通知した次条に規定

する制度調査を拒み又は当該調査の

対象、方法及び期間等を制限するこ

とを求めた場合であって、当該制度

調査の実施を乙が拒否した日、当該

制度調査が終了した日若しくは当該

制度調査が中断した日から３年以内

又は当該制度調査の期間中に不正行

為が発覚したとき４倍の金額 

（２）～（３）[略] 

６ 第２項から前項までの規定にか

かわらず、乙が過失（重過失を除

く。）により不実の資料を提出又は

提示したときは、違約金の支払いを

要さない。 

 

 

７ 〔略〕 

第 ３ 条～第 ８ 条 ［略］ 

したことを、契約代金の最終の支払い

以降において甲が一般契約条項の適用

条項（※参照）に規定する調査により

確認したときは、甲が乙に支払った金

額と乙が契約の履行のために実際に支

出又は負担した費用に契約締結後の乙

の努力により低減した費用及び適正な

利益を加えた金額との差額のうち当該

不真正な資料の提出若しくは提示又は

不実の説明に起因して契約金額が増加

したと認められる部分の２倍の金額

を、違約金として甲に支払うものとす

る。 

 ５［略］ 

（１）乙が防衛省が実施を通知した次  

条に規定する制度調査を拒み又は当

該調査の対象、方法及び期間等を制

限することを求めた場合であって、

当該制度調査の実施を乙が拒否した

日、当該制度調査が終了した日若し

くは当該制度調査が中断した日から

３年以内又は当該制度調査の期間中

に不正行為が発覚したとき４倍の金  

額 

（２）～（３）[略] 

６ 第２項から前項までの規定にか

かわらず、第１項各号に掲げる場合

において、乙が過失（重過失を除

く。）により不真正な資料を提出し、

若しくは提示し、又は不実の説明を

行ったときは、違約金の支払いを要

さない。 

７ 〔略〕 

第 ３ 条～第 ８ 条 ［略］ 

 

 

備考：表中の［ ］の記載は注記である。 


